
島 根 県 報

� �

���������	

島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付要綱を次のように定める。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付要綱

（趣旨）

�
� 県の交付する島根県資源循環型技術開発事業費補助金（以下「補助金」という。）については、補助金等交付規

則（昭和��年島根県規則第��号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。

（定義）

��� この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

� 産業廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和��年法律第���号）第�条第	項に規定する廃棄物をい

う。

� 資源循環型技術開発等事業 次に掲げるものをいう。

ア 産業廃棄物の発生の抑制、減量化又は再生利用に関する技術の研究開発を行う事業

イ 産業廃棄物を原材料として利用した製品の研究開発を行う事業

� 県内排出事業者等 次に掲げるものをいう。

ア 県内に事業所を有し、自らの事業活動に伴って産業廃棄物を排出する事業者（以下「県内排出事業者」とい

う。）

イ 当該団体の直接又は間接の構成員の�分の
以上が県内排出事業者である法人格を有する団体

ウ �以上の県内排出事業者を含む	以上の個人又は法人で構成される法人格のない団体であって、資源循環型技術

開発等事業を継続して的確に遂行するに足りる経理的基礎を有するもののうち知事が適当と認めたもの

（補助金の交付の目的等）

�
� 県は、産業廃棄物の発生の抑制、再生利用等による産業廃棄物の減量を促進し、もって産業廃棄物の循環的な利

用に関する産業の活性化を図ることを目的として、県内排出事業者等が行う資源循環型技術開発等事業に必要な経費で

あって、別表に掲げる経費のうち知事が必要かつ適当と認めるものについて、予算の範囲内で補助金を交付するものと

する。

（補助金の額）

��� 県が交付する補助金の額は、
件当たり、資源循環型技術開発等事業に要する経費のうち交付の対象となるもの

の�分の�以内で、かつ、���万円以上�
���万円以下の額とする。

（補助金の交付申請）

号外第��号 平成��年�月��日 (�)

平成��年�月��日（火)

�� � ���
（毎週火・金曜日発行）
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島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付要綱 (産 業 振 興 課)
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島 根 県 報

��� 補助金の交付を受けようとする者が規則第�条の規定により提出する申請書は、島根県資源循環型技術開発事業

費補助金交付申請書（様式第�号）とする。

� 補助金の交付を受けようとする者は、前項の補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和��年法律第

���号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に���分の	
を乗じて得た額の合計

金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請を行わなければならない。ただし、申請時に

おいて当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。

（補助金の交付の条件）

��� 知事は、規則第�条の規定により、次に掲げる条件を付するものとする。

� 補助事業者は、補助事業による新技術又は新製品の開発に係る研究が完了したときは、当該研究成果を発表すると

ともに、その利用について知事の指示に従うこと。

� 補助事業者は、補助事業の実施結果の企業化等に努めるとともに、当該補助事業の補助金の交付の決定のあった日

の属する会計年度（以下「交付決定年度」という。）終了後�年間、島根県資源循環型技術開発事業費補助事業企業

化状況等報告書（様式第�号）により各年度の企業化等の状況を当該年度の翌年度の�月��日までに知事に報告する

こと。この場合において、収益が生じたと知事が認めたときは、交付を受けた補助金の全部又は一部に相当する金額

を県に納付すること。

� 補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して産業財産権を交付決定年度又は交付決定年度の終了後�年

以内に出願し、若しくは取得した場合又はこれを譲渡し、若しくはこれに実施権を設定した場合には、島根県資源循

環型技術開発事業費補助事業産業財産権取得等届出書（様式第
号）により速やかにその旨を知事に届け出ること。

（補助事業の変更等の承認申請等）

��� 補助事業者は、規則第�条第�項の規定により知事の承認を受けようとするときは、島根県資源循環型技術開発

事業費補助事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第�号）を知事に提出しなければならない。

� 知事は、前項の承認に際し、必要な条件を付すことができる。


 補助事業者は、規則第�条第�項の規定により知事の指示を受けようとするときは、島根県資源循環型技術開発事業

費補助事業遅延等報告書（様式第�号）を知事に提出しなければならない。

（補助事業の遂行状況報告）

��� 補助事業者は、�月��日現在の当該補助事業の遂行状況を島根県資源循環型技術開発事業費補助事業遂行状況報

告書（様式第�号）により、��月�
日までに知事に報告しなければならない。

（実績報告）

��� 補助事業者が補助事業の完了したときに規則第��条の規定により提出する実績報告書は、島根県資源循環型技術

開発事業費補助事業実績報告書（様式第�号）とする。

� 補助事業者は、前項の実績報告書を当該補助事業の完了の日から�
日を経過した日又は交付決定年度の翌年度の�月

�日のいずれか早い日までに知事に提出しなければならない。


 補助事業者は、第�項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明ら

かな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告しなければならない。

（補助金の支払）

��	� 知事は、第
条に規定する補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは、補助事業者に対

し、補助金の全部又は一部を概算払により交付することができる。

� 補助事業者は、補助金の支払を受けようとするときは、知事が別に定める日までに島根県資源循環型技術開発事業費

補助金概算（精算）払請求書（様式第�号）を知事に提出しなければならない。

（財産の処分）

���� 補助事業者は、規則第��条第�項の規定により知事の承認を受けようとするときは、島根県資源循環型技術開発

事業費補助事業財産処分承認申請書（様式第�号）を知事に提出しなければならない。

号外第�	号 平成��年�月	�日(	)
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� 規則第��条第�項第�号の規定により知事が指定する財産は、取得価格又は増加価格が��万円以上の機械及び重要な

器具とする。

� 補助事業者は、財産（規則第��条第�項に規定するものに限る。）を処分したことにより収入があったときは、知事

が別に定めるところにより当該収入の全部又は一部を県に納付しなければならない。

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定）

���� 知事は、第	条第�項ただし書の規定による交付の申請がなされた場合において、補助金の額の確定前に消費税

及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定したときには、補助金の額

を確定する際に当該仕入控除税額を減額して補助金の額を確定するものとする。

� 補助事業者は、補助金の額の確定後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額が確定した場合には、島根県資源循環型技術開発事業費補助事業消費税及び地方消費税の額の確定に伴う

報告書（様式第��号）を知事に提出しなければならない。

� 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全額又は一部の返還を命ず

るものとする。

（書類の保管）

���� 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿その他知事が別に定める書類

を当該補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後	年間保存しておかなければならない。

� �

この告示は、平成�
年	月��日から施行する。

号外第
�号 平成�
年	月��日 (�)
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��（第�条関係）

号外第��号 平成��年�月��日(�)

経 費 区 分 内 容

原材料費 原材料及び副資材の購入に要する経費

構築物費 構築物の購入、建造、改良、据付け、借用又は修繕に要する経費

機械装置及び工具器具費 機械装置又は工具器具の購入、試作、改良、据付け、借用又は修繕に要する経費

外注加工費 外注加工に要する経費

技術指導受入れ費 技術指導の受入れに要する経費

委託費 研究開発又は市場調査の委託に要する経費

その他の経費 その他知事が特に必要と認める経費（人件費を除く。）



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）
申請者

氏名（名称及び代表者の氏名） �

（職名及び氏名）

電話番号
連絡担当者

ＦＡＸ番号

Ｅ－ｍａｉｌ

年度島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付申請書

補助金等交付規則第�条の規定により、下記のとおり 年度島根県資源循環型技術開発事業費補助金の交付

を申請します。

記

	 補助事業の目的及び内容

別紙	補助事業計画書及び別紙
補助事業に係る内容説明書のとおり


 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額

補助事業に要する経費 円

補助金交付申請額 円

� 補助事業完了予定期日

年 月 日

（備考） 次の算式を明記すること。

補助金所要額―消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(�)

���

補 助 事 業 計 画 書

研究開発題目

申 請 者

電話（ ）

資本金

出資金
千円 従業員 人

研究開発の実施

場所
�か所以上に分かれるときは、いずれも記載し、主たる実施場所を明らかにすること。

研究開発の目的

成果の企業化又

は適用の効果
できるだけ具体的数字によって記載すること。

研究開発期間

開始予定 年 月 日

完了予定 年 月 日

研究開発に要す

る経費
総額 円（補助金交付申請額 円）



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

���

補 助 事 業 に 係 る 内 容 説 明 書

� 申請者の概要

� 事業の内容 〔営んでいる主な事業及び生産品目名、年間生産額等を記載すること。〕

※ パンフレットの添付によって代替することもできる。

� 現 有 施 設

ア 土 地 〔�以上にわたる場合は、所在地別に面積を記載すること。〕

イ 建 物 〔主たる事務所、工場その他の区分により、建物の種類別に床面積を記載すること。〕

ウ 主要設備 〔主要設備別にその名称、数及び用途を次の様式に沿って記載すること。〕

※ 固定資産台帳の写しを添付することによって代替することもできる。

� 略 歴 等 〔補助事業者の要件を満たすことが分かる事項を記載すること。〕

※ パンフレット等の添付によって代替することもできる。

� 研究開発の概要

� 主任研究者の氏名及び略歴並びに研究開発に従事する人員数

� 他からの指導者又は協力者

〔公設試験研究機関等他からの指導者又は協力者がある場合は、その所属、氏名及び職名並びに指導又は協力

を受ける事項を記載すること。〕

� 研究開発の必要な理由

〔この研究開発と類似する内外の技術等との相違点を含めて記載すること。当該研究開発に関連する発明につ

いて特許を受け、又は受けようとしている場合は、別紙	ににより所要事項を記入の上、補助事業計画書に添付

すること。〕

� 研究開発の内容及び規模（試作機械又は試作品の仕様書、図面（三面図、見取図等）を必ず添付すること。）

ア 現在まで行われている基礎となる研究（導入技術を含む。）

〔研究の項目、期間、実施場所、所要経費、担当者及び成果について記載すること。導入技術については、

当該技術に関する産業財産権その他の権利についても記載すること。〕

イ 今後行おうとする研究開発の規模及び方法

〔この研究開発に使用しようとする設備、材料等を明らかにするとともに、研究開発の方法、日程、成果の

目標、内容等を詳細に記載すること。また、どの程度の規模で行うか、試作品をどれだけの数量の製作をする

か、その規模又は数量を選んだ理由等について記載すること。〕

ウ 研究開発の委託の必要性等（団体が構成員に委託する場合のみ記入）

〔研究開発の委託を行う団体は、全体計画の中での委託研究の位置付け及び委託の必要性を記載すること。

別添として研究開発委託先の概要、構成員であることの証明書等を添付すること。〕

機械又は装置 数 用 途 備 考



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(�)

� 研究開発の資金計画

ア 資金調達内訳

区 分 金 額（円） 資 金 の 調 達 先

自 己 資 金

借 入 金

補 助 金

そ の 他

合 計



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)
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島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

ウ 補助事業の経理担当者名

� 補助金の交付を受けた実績

〔この研究開発に関連して過去�年間に交付を受けた、又は現在交付を受けている、若しくは申請中の他の補助

金があれば、その名称、交付者、金額及び交付年月日を記載すること。〕

（注）

	 資金調達の合計額と研究開発に要する全経費の合計額とが一致するように記入すること。


 「種別」とは、原材料名、構築物名、機械装置名、特許名等、それぞれの品名等をいう。

� 「仕様」とは、それぞれの形式、性能、構造等をいう。

� 「単位」とは、それぞれの物の算出単位をいい、キログラム、リットル、缶、台、件、時間等をいう。

� 「研究開発に要する全経費」とは、題目の研究開発において要する全ての経費をいい、ここでは数量に単価を

乗じた金額をいう。

� 「補助事業に要する経費」とは、補助対象となる経費をいう。


 「補助金交付申請額」とは、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付を希望する額で、その限度は、

「補助事業に要する経費」に補助率を乗じた額になる。

� 「構築物（研究開発用の風洞、水槽、防壁等をいう。）費」及び「機械装置及び工具器具費」については、購

入、建造若しくは製造、試作、改良、据付け、借用又は修繕の別を備考欄に記載すること。

購入の場合は、その購入先を備考欄に記載すること。

自家製造する場合は、木型、鋳型、鋼材等を原材料費に計上し、その内訳を仕様の欄に記載すること。

� 補助金交付申請額のうち技術指導受入れ費又は産業財産権の導入に要する経費を補助対象として希望する者は、

別紙�により所要事項を記入の上、補助事業計画書に添付すること。



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

���

特 許 取 得 計 画 書

発 明 の 名 称

取得に関する責任者の団体名、

役職名及び氏名（弁理士の場合

は登録番号及び氏名）

取得に要する経費の総額、支払

方法及び期日

総額 円

年 月 日

取得に要する経費に係る補助金

交付申請額
総額 円

発 明 の 概 要

発明と補助事業との密接な関連

性に関する説明

出願（取得）済みの場合は登録

番号及び出願（取得）日

登 録 番 号

出願（取得）日 年 月 日

「特許取得計画」に係る証明

私は、 が特許の取得を計画している上記の発明について、下記の条件を

満たすものであることを証明します。

記

補助事業期間内に確実に出願手続が完了するものであること。

発明と補助事業が密接な関連性を有していること。

年 月 日

島根県知事 様

登録番号

氏 名
弁理士

住 所

電話番号



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

���

技 術 導 入 計 画 書

（注） 産業財産権の導入の場合は、その種類、登録年月日及び登録番号を併せて記載すること。

技術の提供者

住 所

氏 名

技術の指導者

住 所

氏 名 （略歴は別紙のとおり）

（注）

技術の種類及び名称

契 約 （ 予 定 ） 日 年 月 日

契 約 期 間
年 月 日から

年 月 日まで

契約金額及び支払期間

総額 円

年 月 日から

年 月 日まで

技 術 導 入 の 方 法

技 術 の 概 要

当該研究開発における

技術導入の役割



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）

氏名（名称及び代表者の氏名） �

年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業企業化状況等報告書

年 月 日付け 第 号で交付決定があったこの補助事業に関し、 年度の企業化状況等につ

いて、島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付要綱第�条第	号の規定により、下記のとおり報告します。

記


 補助事業の実施結果の企業化等の有無

� 補助事業の実施結果の企業化 有・無

� 産業財産権の譲渡又は実施権の設定 有・無

� 補助事業の実施結果の他への供与（�及び�に掲げるものを除く。） 有・無

	 企業化等が「有」の場合 （単位：円）

（備考）


 「補助事業に係る本年度収益額」とは、補助事業の実施結果の企業化、産業財産権の譲渡又は実施権の

設定その他当該補助事業の実施結果の他への供与による収益全体をいう。

	 「控除額」とは、研究開発に要した全経費のうち、補助事業者が自己負担によって支出した経費の�分

の
に相当する額をいう。

� 「本年度までの補助事業に係る支出額」とは、本年度までに補助事業に要する経費として支出された全

ての経費（補助金及び自己負担金）をいう。

� ｢基準納付額｣とは、補助事業に係る本年度収益額から控除額を差し引いた額に「補助金確定額」を乗じ、

「本年度までの補助事業に係る支出額」で除した額をいう。

� 「前年度までの補助事業に係る県への累積納付額」とは、前年度までの収益に伴う納付金の合計額をい

い、補助金確定額を限度とする。

� 「本年度納付額」とは、基準納付額とする。ただし、基準納付額及び前年度までの補助事業に係る県へ

の累積納付額の合計額が補助金確定額を超える場合には、補助金確定額から前年度までの補助事業に係る

県への累積納付額を差し引いた残額を本年度納付額とする。

事業計画
企業等の
名 称

研究開発
に要した
全 経 費

補 助 金
確 定 額

補助事業
に 係 る
本 年 度
収 益 額

控 除 額

本年度ま
での補助
事業に係
る支出額

基 準
納 付 額

前年度までの
補助事業に
係る県への
累積納付額

本 年 度
納 付 額



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）

氏名（名称及び代表者の氏名） �

年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業産業財産権取得等届出書

年 月 日付け 第 号で交付決定があったこの補助事業に関して、下記のとおり産業財産権の出

願（取得・譲渡・実施権の設定）をしたので、届け出ます。

記

� 研究開発題目

	 産業財産権の種類


 発明等の名称

� 出願（登録）年月日

� 出願（登録）番号

� 発明等の内容

� 相手先、条件及び譲渡（実施権の設定）年月日（注）

（注） 譲渡又は実施権の設定の場合のみ記載すること。



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）

氏名（名称及び代表者の氏名） �

年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業変更（中止・廃止）承認申請書

年 月 日付け 第 号で交付決定の通知があったこの補助事業について、下記のとおり変更

（中止・廃止）したいので、補助金等交付規則第	条第
項の規定により承認を申請します。

記


 変更（中止・廃止）の理由

� 変更の内容（中止の期間・廃止の時期）

� 変更の内容

ア 事業の内容

イ 経費の配分

（注） 変更のある経費区分のみ記入すること。

� 中止の期間

� 廃止の時期

変 更 前 変 更 後

経 費 区 分

補 助 事 業 に
要 す る 経 費

（円）

負 担 区 分

備 考
補 助 金 額

（円）
自 己 資 金 額

（円）

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）

氏名（名称及び代表者の氏名） �

年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業遅延等報告書

年 月 日付け 第 号で交付決定があったこの補助事業の遅延等について、補助金等交付規則第

�条第	項の規定により、下記のとおり報告します。

記


 補助事業の進ちょく状況

	 補助事業に要した経費

� 遅延等の内容及び原因

� 遅延等に対して執った措置

� 補助事業の遂行及び完了の予定



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）

氏名（名称及び代表者の氏名） �

年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業遂行状況報告書

（ 年�月	
日現在）

年 月 日付け 第 号で交付決定があったこの補助事業の遂行状況について、島根県資源循環型

技術開発事業費補助金交付要綱第�条の規定により、下記のとおり報告します。

記

� 遂行状況

� 補助対象物件等の状況

（備考）

� 申請書の内容説明と対照させて研究開発の経過及びその成果を簡明に記載すること。

� 研究開発の日程と実績とを比較して遅速のある場合は、その理由を記載すること。


 自家製造の物件については、この報告書中「発注年月日」とあるのは「着手年月日」と、「入手年月日」

とあるのは「完成年月日」と読み替えること。

経 費
区 分

種 別 仕 様 単 位 数 量
単 価
（円）

金 額
（円）

発 注
年月日

入 手
年月日

支 払
年月日

補助金交
付決定額
（円）

備 考



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）

氏名（名称及び代表者の氏名） �

年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業実績報告書

年 月 日付け 第 号で交付決定があったこの補助事業を 年 月 日付けで完了（廃止）

しましたので、補助金等交付規則第�	条の規定により、下記のとおり報告します。

記


 研究開発結果報告書（別紙
）

� 決算総表（別紙�）

� 収支明細書（別紙�）


 補助事業に要した経費及び補助金額

� 補助事業に要した経費 円

� 補助金額 円

（備考） 次の算式を明記すること。

補助金所要額―消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

���

研 究 開 発 結 果 報 告 書

� 研究開発の経過

� 研究開発担当者

〔主任研究者及び研究担当者の氏名、職名、所属及び分担した研究開発事項〕

� 実施場所

〔実施場所の名称、所在地及び電話番号、	以上に分かれるときはそれぞれの場所で実施した主たる研究開発

項目〕

� 研究開発期間

開始 年 月 日

終了 年 月 日

� 研究開発の日程

〔研究開発の開始から完了（廃止）までの研究開発日程を研究の段階に従って記載すること。〕

� 研究開発の実績

〔申請書の内容と対応させて、研究開発のために使用した設備及び材料並びに研究開発日程を研究の段階に従っ

て記載すること。〕

	 研究開発期間中に産業財産権の登録の出願をしているときはその状況


 研究開発の成果

〔研究開発の技術的・経済的効果、研究開発の成果を適用させるための具体的方法、適用上の問題点等について、

具体的かつ詳細に記載すること。〕

� 成果の企業化の見通し

〔成果を企業化する見込み及び時期、企業化の規模、量産化したときの製品の価格等について記載すること。〕



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)
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決 算 総 表

経 費 区 分

予 算 額（円） 決 算 額（円）
補助金充当額

（円）
備 考研究開発に

要する全経費
補助事業に
要する経費

研究開発に
要した全経費

補助事業に
要した経費

支

出

合 計

収

入

自 己 資 金

借 入 金

補 助 金

そ の 他

合 計



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

���

収 支 明 細 書

� 支出

� 収入

（備考）

� この明細書中、予算額とは申請書の内容説明書に記載したものをいい、補助事業計画を変更した場合には、

その承認を受けた計画に基づくものをいう。

� 予算額と決算額が著しく相違するときは、その理由を備考欄に記載すること。

経費区分 種別 単位 数量 単 価
（円）

金 額
（円）

入 手
（完成）
年月日

支 払
年月日

支払先
補助金交
付決定額
（円）

備 考
予算額 決算額

経費区分
金 額（円）

調達年月日 調 達 先 備 考
予 算 額 決 算 額



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(��)

�����（第��条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）

氏名（名称及び代表者の氏名） �

年度島根県資源循環型技術開発事業費補助金概算（精算）払請求書

年 月 日付け 第 号で交付決定があったこの補助金について、概算（精算）払いを下記のとお

り請求します。

記

一金 円也

内訳 交 付 決 定 額 金 円也

概算払受領済額 金 円也

今 回 請 求 額 金 円也

残 額 金 円也



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

�����（第��条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）

氏名（名称及び代表者の氏名） �

年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業財産処分承認申請書

年 月 日付け 第 号で交付決定があったこの補助事業について、下記の財産を処分したいので、

補助金等交付規則第��条第�項の規定により承認を申請します。

記

� 処分しようとする財産の品目及び取得した年月日

	 取得価格又は増加価格


 処分の方法

� 処分の理由



平成��年�月��日 印刷
平成��年�月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 �����円

（送料共)

島 根 県 報号外第	�号 平成��年�月��日(��)

������（第��条関係）

年 月 日

島根県知事 様

住所（主たる事務所の所在地、郵便番号）

氏名（名称及び代表者の氏名） �

年度島根県資源循環型技術開発事業費補助事業に係る消費税及び

地方消費税額の額の確定に伴う報告書

島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付要綱第��条第
項の規定により、下記のとおり報告します。

記

� 補助金額（補助金の額の確定通知書により通知のあった額）

円


 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（ア）

円

� 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（イ）

円

� 補助金返還相当額（イ）－（ア） 円

（備考）

� 別紙として積算の内訳を添付すること。


 課税事業者の場合であっても、単純に補助金の�パーセント相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除に

よる減額等の対象額ではない。


